
可搬形発電機整備技術者講習会制度に関する規程 

 

制定 昭和 59年 11 月 30 日  

改正 昭和 60 年 9 月 12 日 

改正 昭和 61 年 3 月 14 日  

改正 平成 5 年 3 月 16 日  

改正 平成 9 年 4 月 1 日  

改正 平成 16 年 5 月 27 日  

改正 平成 18 年 5 月 26 日 

改正 平成 25年 10 月 22 日 

改正 平成 28 年 4 月 1 日 

 

                 

第一章 総 則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、一般社団法人 日本建設機械レンタル協会（以下｢建機レンタル協会｣とい

う｡）が、移動用発電設備の性能維持及び保全管理業務の充実を図る等、自主管理体制の確立

を期するため、その保守点検、整備管理の業務に従事する者に対し、可搬形発電機整備技術の

資格及び任務を定め、統一した技能向上を図ることを目的とする。 

 

（可搬形発電機整備技術者） 

第２条 この規程において「可搬形発電機整備技術者（以下｢可発整備技術者｣という｡）」とは、

可搬形発電機（以下「可発」という｡）に関し、別に定める規程に基づき、点検、整備、管理の

業務に従事する者をいう。 

 

（教育研修委員会可発部会） 

第３条  可発整備技術者の資格審査及び講習と認定等を行うため、建機レンタル協会に教育研修

委員会可発部会（以下「可発部会」という。）を置く。 

２ 可発部会員の任命は、建機レンタル協会会長（以下｢会長｣という｡）が行う。 

３ 可発部会に関する必要な事項は別に定める。 

 

第２章  可発整備技術者 

 

（任務） 

第４条  可発整備技術者は、建機レンタル協会の定める整備基準及び関係諸法規に定める基準 

に基づき適正な整備を行い、可搬形発電機の機能維持と安全の確保に務めなければならない。 

 

（対象及び資格認定の付与） 

第５条  可発整備技術者の資格認定は、可搬形発電機の点検、整備、管理の業務に従事する者に

対し、この規程の定めるところにより会長が付与するものとする。 

 

（講習及び試験） 

第６条 可発整備技術者の資格認定を取得しようとする者は、建機レンタル協会が行う講習及



び試験を受けなければならない。 

２ 前項の講習及び試験に関する実施方法並びに必要な事項は、別に定める。 

 

（受講及び受験資格） 

第７条  受講及び受験資格の条件は、その基準を細則に定める。 

 

（資格認定取得の手続き） 

第８条  第５条の認定を得ようとする者は、別に定める様式 1 により資格認定取得の手続きをし

なければならない。 

 

（講習内容） 

第９条  可発整備技術者の講習内容は、次に掲げるものとする。 

(1)   可発の取扱いに必要な電気の基礎、原動機、交流発電機、励磁装置、付属装置等の主

要構成部品並びに材料に関する知識。 

(2)  分解組み立て要領、保守、点検、整備作業並びに機器の取扱い方。 

(3)  発電機の性能、故障と対策、測定機器の取り扱い方。 

(4)  電気事業法及び可搬形発電機に関するその他の関係諸法規。 

 

（試験） 

第１０条 可発整備技術者資格認定試験（以下｢試験｣という｡）は、可搬形発電機の安全性を確 

保し、機能整備維持に必要な知識と技能について可発部会の定める試験要領に基づくものとす 

る。 

２ 前項の試験の方法及び細則は別に定める。 

 

（資格者の登録及び資格証等の交付） 

第１１条  会長は、可発整備技術者講習会の終了後に実施する試験に合格した者に対し、可発整

備技術者の資格を付与するとともに、建機レンタル協会備え付けの可発整備技術者資格登録名

簿に登録するものとする。 

２ 資格の付与は、可発整備技術者資格証（以下「資格証」という。）を交付することにより行

う。 

３ 前項の資格証の交付のほか、別に定めるところにより合格証の交付を行うものとする。 

 

（資格証の有効期限及び更新） 

第１２条  資格証の有効期限は、資格証交付の日より起算して５年後の交付の日に該当する日の

前日までとする。 

２  資格証の更新を受けようとする者は、有効期限内に会長の定める再講習（以下「更新講習」

という。）を受けなければならない。 

３  資格証の更新を受けようとする者は、別に定める様式 5により、更新の手続きをしなければ

ならない。 

 

（資格証の更新の延期） 

第１３条  前条第２項の更新講習において、別に定める不可抗力的な事由により当該更新講習を

受けることができない者は、資格証の更新を１年延期することができる。 

２ 前項の資格者証の更新の延期を行った者の資格証の有効期限については、前条の規定にかか

わらず当該資格証の有効期限に延期に伴う期間を加えたものとみなす。なお、当該更新延期者



の次期更新時における有効期限については、前条第１項の規定にかかわらず資格証交付の日よ

り起算して４年後の交付の日に該当する日の前日までとする。 

 

（資格証の再交付） 

第１４条  資格証を汚損、又は紛失し、再交付を受けようとする者は、別に定める様式 4 により

再交付の申請をしなければならない。 

 

（資格証の記載事項の変更） 

第１５条 資格証の記載事項に変更が生じた場合は、変更の届出を行わなければならない。 

 

（登録の取り消し） 

第１６条 会長は、可発整備技術者が建機レンタル協会の名誉を毀損し、又は制度の趣旨に反す

る行為をした場合は、その資格登録を取り消し、資格証の返納を命ずることができる。 

 

（手数料） 

第１７条  第８条、第１１条、第１２条及び第１４条に規定する事項に該当する場合は、手数料 

を建機レンタル協会に納付しなければならない。 

２  手数料に関する事項は別に定める。 

 

第３章  雑   則 

 

（規程以外の事項） 

第１８条 可発整備技術者講習会制度実施のため、この規程に定める以外の必要事項については、

会長が別に定める。 

 

（規程の改廃） 

第１９条  この規程の改廃は、可発部会に諮問をなし、建機レンタル協会理事会の議を経て会長

が行う。 

 

（権限の委任） 

第２０条  会長は建機レンタル協会理事会の議を経て、可発部会にその権限の一部を委任するこ

とができる。 

 

 

附  則 

この規程は、昭和 59年 11 月 30 日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、昭和 60年 9 月 12 日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、昭和 61年 3 月 14 日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成 5年 3月 16 日から施行する。 



附  則 

この規程は、平成 9年 4月 1日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成 16年 5 月 27 日から施行する。 

附  則 

この規程は、平成 18年 5 月 26 日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成 25年 10 月 22 日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 


